
諸外国の地方共同調達機関の例

スウェ-デン地方金融公凄

1990年代初頭のスウェーデンにおける景気後退の影響を受けた地方財政の深刻化を契機に1993年

に創設されて以降､中小規模の地方公共団体を中心に､創設当初の22匡日本から2007年末時点で210

団体に構成自治体が増加し､格付けもムーディーズ及びS&p共に最高格付けの トリプルAを獲得O

これは､債券発行額も個別地方債より通常大きく､市場流動性が向上すること等から､発行利回りの抑制

が可能であり､更に､発行条件交渉､債券売却､起債管理等の事務処理を一機関で行うことによる専門性の

向上と事務の効率化のメリットが得られていること等によると考えられる｡

実際､2007年末までの時点で貸し倒れ損失は一度も計上されていない｡

②デンマーク地方金融公社

1899年に特別法により設立され､全地方自治体が構成員｡これまで100年以上の間貸倒れが一度も発

生しておらず (同社HP)､格付けもムーディーズ及びS&p共に最高格付けのトリプルAを獲得｡

③フィンランド地方金融公社

1989年に法律に基づき､地方自治体の高い信用度を活用し､資金調達面での競争力の獲得と資金コスト

削減を目的に設立され､出資自治体は徐々に拡大O格付けもムーディーズ及びS&p共に最高格付けのトリプ

ルAを獲得｡

④カナダの地方公共団体金融機構 (MunicipalFinanceAuthorityofBritishColumbia)

1970年に州法により創設され､州内のバンクーバーを除く全ての上位自治体 (regionaldistrict)が構

成員となり､これまで40年近くの間有効に機能し､業務も拡大してきており､格付けもムーディーズ及び

S&p共に最高格付けのトリプルAを獲得｡



スウェーデン地方金融公社の仕組み

スウェーデン地方金融公社の概要

組織概要 設立年 1993年

出資者 地方自治体(210団体(2007年末現在)-

加入方法 一定の財政面での条件を満たす限り､自由

事業内容 融資のほか,アドバイザリー業務も行っている

融資 融資対象 地方自冶体､公~営企嚢

積極的な拡大方針

融資条件 原則的に同一条件､若干の差

5年が中心(最近は短縮化の傾向)

餐金調 資金調達方法 債券発行による資金調達が中心格付け AAA/Aaa

逮 (国債) (AAA/Aaa)

級袷の規模 総資産 1,099億sEK(1.9兆円)

純資産 4.1億sEK(71.0億円)

貸付残高 779倍sEK(1.3兆円)

(地方債残高) (1,342億sEK(2.3兆円))

(荏) 2007年末時点の状況｡ただし格付けは2008年11月24日時点｡
(注) スウェーデンの地方自治体総数娃コミューン290､ランスティング20の計310
(2007年末現在)
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デンマーク地方金融公社の仕組み(2007年度)

串主宰 ..899年
麺:頭 デンマーク法 (特別法)

紅葛 デンマークの市町村 (98)及び郡自治体 (5)に限定｡加盟は任意であるが､現在国内

の全地方自治体が会員であり､デンマークの国全体をカバー

匪毎頭 地方自治体及び地方自治体による100%債務保証を受けた各種団体

匪画 市場からの債券発行 (政府保証はない)

加盟自治体 (メンバー)は公社の全ての債務に関して連帯責任を負う

幽 0%

獅 地方自治体には債務不履行が認められておらず､100年余年の歴史を通じて貸倒れ事

故は一件も発生していない

軒 AAA(S&P)/Aaa (ムーディ-ズ)

匪頭 2.6兆円

軒 2.0兆円

醐 44名

(注)全記述は同社HP等よりの抜粋olデンマーククローネ22.37円で換算 (2007年末)



フィンランド地方金融公社の仕組み(2006年末現在)

簡 1989年

匪重要 地方自治体の高い信用度を活用し､資金調達面での競争力の獲遠と資金コス ト削減

匝二重 法律 (FinnishActonCreditlnstitutions)

虹項 フィンランドの地方自治体が運営する公的金融機関

晒 地方自治体 (59.2%｡300団体 (1993年 186団体､2000年257団体と徐々に拡大))

地方自治体年金基金 (40.7%)

匪麺頭 地方自治体及び住宅公団

直垂重要 市場からの債券発行 (政府保証はない)

加盟自治体 (メンバー)は公社の全ての債務に関して連帯責任を負う

区毎亘司 0%

軒 AAA (S&P)/Aaa (ムーディーズ)

短 頭 1.1兆円

嘩 o∴8兆円

軸 35名

(注)出所は同社HPであり､1ユーロ156,55円で換算 (2006年末)



カナダの地方公共団体金融機構 (ブリティッシュ .コロンビア州)の仕組み

2
2

匝重要 1970年

匝二頭 州法

嘩 地方自治体共同出資

栖 バンクーバー市以外の全上位自治体 (regionaldistrict)

桓二二頭 州内の27上位自治体の代表が評議会 (州政府不参加)

匪垂頭 融資のほか､資金の共同運用等も実施

匪頭 地方自治体及び地方公社

匪麺頭 市場からの債券発行 (連邦 .州政府の保証はない)

醜 借入額の1%を自治体が公庫のファンドに義務拠出｡
州法に基づき､自治体に対する財産税を賦課することによって資金調達する

独自の課税権あり｡

匝画 AAA てS&p)/Aaa (ムーディーズ)

匝二二垂 9名



先進諸国の地方債資金調達状況

欧米諸国の地方債市場の様相は多様である｡債券発行による資本市場からの資金調達を主と
するのか､証書借入れ (ローン)を中心とするのか､各国で異なる｡またスウェーデンでは､
コミュンインベスト (スウェーデン地方金融公社)の保有シェアが約2割にのぼる｡

先準孝_国の地方債資金調達の比較

ドイツ_ フランス イングランド スウェーデン -米国 日本

地方債発行残高 6,135億ユーロ 1,273億ユーロ 476.22億ポンド 1,596億SEX 26,178億ドル 200兆円(102.2兆円) (19.9兆円) (ll.0兆円) (2.7兆円) ･(296.1兆円)
対GかP比25.3% 対GDP比7.0% 対GⅠ)P比3.6% 対GDP比5.5% 対GⅠ)P比18.5% 対GⅠ)P比39.7%

地方債の内訳(発行形式.引受資金) ,1/塞綻榛薪享ン ,近 ;ガ.3

(注) ドイツ･米国は2007年末時点､フランス･スウェーデンは2006年末時点､イングランドは2007年3月未時点､日本をま2006年3月宋時点｡
フランスの地方債発行残高は2006年末時点O地方債の内訳については､コミューンは1996年末時点､デパル トマン･レジオンは2000年末の保有者状況をもとに､
推計を行っている｡
地方債発行残高の日本円への換算も､同時点の為替レー トを用いて行っている｡



境 目 平成20年度 琴成 19年度 差 引 増 減 率
計 画 額 LA) 計 画~童 (ら) (A二h(ら) (C)(C)召B_)xlOO

- 一 般 会 計 債 60,761 63,ー84 △ 2_,423 △ 3V8

ニ 公 営 企 業 債 27,783 -27,724 59 P_2

三 公 嘗 企 業 借 換 債 乙090 2◆000 0 0.0
四 臨 時 財J敦 対 策 債 28事3.32 26,300 2,,032 T7-

五 退 織 手 当 債 5.900 5,900 0 0★0

･､紀 計 124,776 125十108 △ 332 △ 0十3

柄 普 通 会 計 分 96十055 96,529 △ 474 △ 0←5

衷 ㌧公 営 企 業 会 計 等 分 28.721 28ー579 頂42 0★与

財 政 融 資 資 金 3乙400 32.800 △ 400 A_ lt_2

公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金 2.loo 13.500 A ll.400 △ 84ー4

地方公 営企 業等金融機構 資蜜 往 2.30 LL- 冒,230 皆 増

民 間 等 1 奨 金 79,046 78十808 238 O十3

市 場 公 募 34.000 34十000 0 0ー0

銀 行 等 引 受 ､45,046 44半808 238 0ー5
※ 地方公営企薬等金融磯横法施行令 (平成19年政令第384号)附則寮2桑の鰻定による改正後の地方財政法施行令 く昭
和23年政令第267号)第 4条第 2号 (平成20年W月 1日施行)に規定する資金O

市場公募地方債については､借換債を含め6兆円(前年度比2,000億円､3.4%増)を予定している｡



｢生活対策｣について(概要)
平成20年10月30日

新たな経済対策に関する政府･与党会議､経済対策閣僚会議合同会議

第1章 基本的考え方

1.金融経済情勢と対策の意義

(世界的な同時不況の兆し)

世界の金融資本市場は100年に一度と言われる混乱に陥っている｡本年9月

中旬以降､金融繊 こ加え､実体経済の弱体化が進みつつあり､世界的な景気

後退の兆しが強まっている｡

(日本経済の現状と先行き)

海外に比べ､日本の金融システムは健全であり､これまで安定性摘確保され

ている｡しかし､外需に依存してきた日本経済は､世界経済の減速に伴い景気

後退局面に入っており､今後は下降局面が長期化･深刻化するおそれb

(国民生活への影響)

この影響は､いずれ国民すべてに到達し､経済的な弱者には大きな波となっ

て押し寄せてくるおそれがある｡暮らしの安心が脅かされているT生活者｣､

資金繰りに苦しむ ｢中′ト 小規模企業｣､都市部との格差に悩む ｢地方｣に対

し､セーフティネットを強化し､緊急の備えを万全にすることが喫緊の壱栗鼠

(新たな成長への展望)

一方で､現下の世界的な金融経済変動に対応していくためには､内需主導の

ナ持続的成長を実現できるよう経済の体質転換を進めていくことが重要である｡

このためには､住宅投資の盲管性化､低炭素社会構築に向けた設備投資の促進､

国内金融資産を活かした消費の拡大などが鍵｡

2.5つの基本視点

｢生活対策｣は､国民生活と日本経済を守るため､以下の5つを基本視点とする｡

(1)3段階の経済財政政策により､日本経済立て直しに取り組む

日本経済は｢全治3年｣という基本認識の下で､今年度から直ちに日本経

済の立て直しに取り組むo当面は ｢景気対策｣､中期的には ｢財政再建｣､中

長期的には｢改革による経済成長｣という3段階で､経済財政政策を進める｡
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鳳 重畳童と旦

国際金融資本市場の安定化に向け国際協調を推進する｡日本の金融システ

ムは世界でも最も安定しているが､安定性強化に万全を期す｡

日本銀行においては､金融市場の安恕樹尉こ取り組むとともに､内外の厳

しい経済金融情勢の下､政府における本対寛や構連改革への取組を踏まえ､

適切かつ機動的な金融政策運営を期待する｡

(3)3つの重点分野を位置づけ､その中で ｢生活者｣を一番に置く

｢生活対策｣は､3つの重点分野として､｢生活者の暮らしの安心｣､｢金

融･経済の安定強化｣､｢地方の底力の発揮｣を位置づける｡このうち､第-

に､生活者のための ｢暮らしの安心｣を打ち立てる｡

豊臣を後押しする

今回の対策の意義は､単なる一過性の需要創出ではなく､自律的な｢内需

拡大｣による確実な経済成長実現のため､経済の体質を転換し､日本経済の

｢底力｣を発揮させることにある｡

(5)経済成長と財政健全化の両立に向けて取り組む

本対策の実行にあたっても､これまでの政府･与党の方紺こ沿って対応し､

財政規律の維持の観魚から､安易に将来世代に負担をつけまわさず､経済成

長と財政陰金化を図っていく｡こうした考え方に基づき､

･対策の財源は､赤字国債に依存しないO

･歳出改革の取組を継続する｡

･持続可能な社会保障構築と､その安定財源確保に向けた中期プログラムを

早急に策定する｡この中には､基礎年金国庫負担割合を1/2に引き上げるた

めの前提となる税制抜本改革の姿も含めるQ
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第2章 具体的施策

I.勝 鳩ちLのaJLl

1.家計緊急支援対

生活者の不安にきめ細かく対処するため､家計-の緊急支援として総額2

兆円を限度として生活支援定額給付金 (仮称)の実施や賃金引上げの環境づ

くりに取り組む｡

家計-の緊急支援として､特別減税及びこれに関連する臨時福祉特別給付金を

施することとしていたO-方､家計-の緊急支援としての効果をより迅速に実蔓

し､かつ､低所得者にも広く公平に行き渡らせるためには､給付方式によるこ

がより適切であるOこの給付 (生活支援定鮒 寸金 (飾 )は､経済2兆円を

度として､単年度の措置として今年度内に実施することとし､その実施方式等

ついて早急に検討する｡

○経済界に対する賃金引上げの要請

○雇用保険料引下げ等に向けた取組

(雇用保険料0.4%の範囲内の幅で引き下げること等について関係者読会で検討)

0電気卿 かガス
会社に要請
○輸入小麦の政府売渡価格の改定ルール等の早急な見直し

2.雇用セーフティネット強化対
景気後退による影響が最も出やれ 非ヽ正規労勘考､中小企業や地方企業

を中心にセーフティネットを強化し､60万人分の雇用下支え強化を行う｡

○ 正規‥ の雇用安定対策の強化

(年長フリーター等を積極雇用する事業者-奨敷金支給など)

○中小企業等の雇用維持支援対策の強化

(中小企業等への助成金の拡充など)

○土pにおける雇 機会の創出

(rふるさと脚 朝り交付金 (仮称)｣の静麟

3.生活安心確保対

国民の生活不安の角酎肖のため､消費者政策の抜本的強化等とともに､10
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万人程度の介護人材等の増強､出産･子育て支援､障害者･医療･年金対策
を推進する｡

○消費者庁の創設など消費者政策の抜本的強化等

(消費者庁の創設､地方め消費脚 敵体制の強化､食の安全対策の強化､悪徳商

法･振り込め詐欺対策の推進など)

Q会議塞垂者の処準改善と人材確保等<介護人材等の10万人増強>
(平成21年度の介護宰勝目改定 (プラス3.0%)等による処遇改善､徹 調等

の緊急確保対策の実施など)

○出産,子育て支援の拡充

(｢安心こども基金 (仮糾｣創設によるサービス緊急整備､｢子育て応援特別手当
(俊樹)｣の支給､妊婦健診の鮒 出斜こ向けた取組の推進など)

○障害者支援の拡充

(障害者基金の延長･積増しなど)

○医療暮年金対策の推進

(摩寮体制整備､新型インフルエンザ対策強化 年金記録問題への対応なa

D.虚薗一腰済汐宏彦馨准

4.金融資本市場安定対
国際金融資本市場の安定化に向けて､国際協調を推進するとともに､日

本のバブ/噛与壊後の経験を活かした一段の発信を行う｡

○国際金融資本市場の安定化こ向けた積極的取組

(国際臨調の車線 日本の経験を活かした一段の発信､アジア地域における金融協

力の｢層の手髄勘

○国内市場の安定l欄 遮
(企業に対する自社株買いの要請､従業員持株会による株式取得の円滑化､空売り

規制の強化､空売り鮒 Jの厳正な執行等監視の徹底､銀行の株式保有制限の弾力

的運岡など)

O｢金融機能の強化のための特別措置に娼する法律 の活用･改
(金翻雛 封ヒ法の活用･使い勝手の改善を図るとともに､十分な政府の資本参加

枠の拡大を検討)

0生命保険会社のセナフティネットに担ナる政府補助の延長
(平成21年4月以降も生命僻喚契約者保護樹熱こ対する政府補助を引き続き可能と

する (平成24年3月未まで))

○適正な金融商品会計に向けた努力へのサポート

(公正価値の算定棚 ヒ 金融商品の保有目的変更に関する迅速な検討)
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Q銀行の自己資本比率規制の一部弾力化

(金高鮒 申介機能を低下させないため､国際合意の枠組みも踏まえ､規刺

の⊥部弾力化を図る)

○証券化商品の透明性.信頼性向上及び流通再矧=向けた取組

(投射ヒ商品の販売/レ-/レづくりの支援､格付け会社規制の検討など)
○金融機関の流勤性対策

伯本銀行における内外の金融幾関-の潤沢な流動性供給を期待)

○金融証券税制

(金融所得課税の-肘ヒを推u集め､簡素な制度とすることで､個人投資家が投資

し柵 ､環境を整備｡上場株式等の配当等について､3年間現行税制を延亀 金

融所得課税の-附ヒの中で､少額投資のための簡素な優遇常置繍殿｡企業型確

定拠出年金における個人拠出 (マッチング拠出)を導入｡)

なお､銀行等保有株式取得機構等の活用などについては､与党において

引き続き検討する｡

5.中小りト規模企業等支援対策

中小 ･小規模企業等の資金繰り対策を更に拡充するとともに､税制措置

等による浄性化を図るo
O｢金融槍瞳の強化のための特別措置に関する法律｣の活用,改蔓皇室過)
O｢安心実現のための緊急総合対策｣による資金繰り対策の早期実施
○緊急保証と政府系金融機関等による貸付について 21兆円規寺の追加萱

施(｢安心実現のための 莞急総合対策 における9兆円規模に加え､合

計30兆円規模に拡大)

･信用保証協会による緊急脚 こついて､｢安心実現のための緊急総合対策｣に

おける6兆円規模に加え､新たに14兆円規模の追加を行い､合計20兆円規模に

拡大

･政府系脚 こよる貸用朝こついて､｢奏し実現のための緊急総合対策jにお

ける3兆円規模に加え､日本政策金融公摩等によるセーフティネット貸付の金利

や貸付条件の見直しを含めた拡充､商工中金による㈱ 鰯鋸こよ

り新たに7兆円規模の追加を行い､合計10兆円規模に拡大

○ エ中金､政策投;銀行による金高 巳機対応業務の発動(再 )

○日本企業の海外における事業に対する貸付の拡充

(日本政策金融公庫 (国際協力銀行)の活用)

○民間金融機関による金融仲介機能の_褒地

(民間金融機関による資金供給の実態把握と円滑化の要請､中/Jl･小頒模企業向け

融資の貸出条件緩和が円滑に行われるための措置と金轍 こおける徹底)
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○建設業の資金調達の円滑化

(｢地棚 卸庸虫資制度｣の活用)

○中小企業対策税制､人材確保･研究開発支援

･中小企業に対する柳 i下げ

･中小企業の欠損金の繰戻し還付の轡を

･人材確保･技術和捷支援､研究開発支援

○中小企業の新技術の商品化.′調達に向けた｣貫支援

(新商品開発の補助･融資､製品性能評価､公的機関の導入､販路開拓な澗 達ま

でつながる一貫支援)

_○下請法､独禁法違反行為への厳正な対処
(違反行為-の厳正な対処､下締保浄情報ネットワークの活用)

6.成長力強化対策
企業活力を高める ｢成長力弓鋸ヒ税制｣の導入､世界最先端の研究開発促

進等により日本経済の ｢底力｣を飛躍に結びつける取組を進める｡

○時限的に即時償却を可能とする省エネ･新エネ設備等の投資促進のため

の税制捨置
○海外子会社利益の国内還流

○省エネ･新エネ対策､金属資源開発の推進等

(省エネ･新エネ設備等の投資促進税制 (再掲)､国内クレジット制度の活用､レ

アメタル･鉄鉱石等の探鉱開発薫卦

O原油市場安定化に向けた資源外交強化､石碑製品価格等市場動向監視

○世界最先端の研究開発､イノベ-う巧ン促進

(世界最先端の研究開発促進､ライフサイエンス分野の新事業鎗也に資する規制改

革､技術情報等流出防止､イノベ-ション創造機構 (仮桝 ･イノベーション特

区 (仮称))

○日本版ESOP(従業員株式所有制度)導入促進のための条件整備

D.助地 の発揮

7.地域活性化対

都市部との格差が拡大している地方の ｢底力｣が発揮できるよう､高速

道路料金の大幅引下げや地域経済の活性化､強い農林水産業づくりを進め
る｡

○高速道路料金の大幅引き下げ
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(国民生活や地域経済の支援や地球塩凌化防止の観如 らゝ､①物流効率化のため､

平日､割引がなかった時間帯-の割引の導入等､②軌 振興や地域の生活･経済

支援のため､休日､地方酢の長距離利用料金や､首都･阪神高速利用料金の引下

げ等を当面平成22年度まで実施)

○地域企業再生､商店街活性化､m 活用､P印舌用による地域経済活性化

(地域力再生機構の早期設立と第3セクタ償 商店鮒 封ヒ地域におけるICT

基盤整備･ICT利活用､放送デジタノLlbぺ-円滑移行､pFI活用)

○観光立国の推進

(観光圏の整備低亀､宿泊施設等受入れ体制の整備､出入国管理･査証発給体制整

備等の観点を踏まえた訪日査証の見直し等)

○地域建設業の新分野進出や他産業との連携事業等の支援

_○安全･安心な交通空間確保と物流コストの低減等に直結する交通ネットワ
ーク整備
(通学路･交差魚などの交通安全対策､鉄道駅のバリアフリーイヒ 繊 バス利便

性向上､LRTプロジェクト､地方活力向上と国際競争力に資する道路ネッ

トワーク整除､都市鉄道の整備等､貨物運送の中小零細企業対策､羽田空港･

一般空港の機能高質化､スーパー中枢港湾､安全な海上交通路の整衛等)

○地域づくりの推進

(美しく活力あるふるさとづくり､過疎地域-の定住促進､地域の生活排水対策､

国が整備した施設の油流出の防止､施設司辺の騒音対策等)

Q農業の将来を担う経営の育成と雇用創出等

(水田フル晴用に取組む農業者-の支援､担い手に対する融資の円滑化､施設整備

支援､新規に就農しようとする者の実践研修支援､企業的な農業経営を目指した

ネットワーク形成の支援､リース寿式による最新生産方式の導入拡大)

○技術開発の加速と農商工連携､国産農産物の積極的活用等

(rr技術等の活用促進､農業関係施設の省エネ推進､国産原料を安定的に活用する

農商工連勝への支援･地象農産物の販路拡大､畜産経営安定対策の緊急実施､エ

コツーリズムなどとの連絡.きめ細やかな基盤整備の推進等､蛾 割封biこ向け

た農山漁村施策と関係省庁の施策連携)

○森林･林業の活性化

(国産材の住宅等-の利用拡大､木質ノVオマスの利用促進､森附こおける路網整

備の手鞠

○水産業の活性化

(水産物の産地販売力の強化､漁業用資材･餌飼料の使用の改善釦斬牌 こよる収

益力強化の支援､水産基盤等の整備推隻等)

○食に対する信頼確保等
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(事故米穀とは知らずに販売･加工した善意の事業者-の支援等)

○親切でわかりやすい農林水産行政の展開

8.住宅投資.防災強化対
- 住宅投資を促進するとともに､公共施設の耐震化等の防災対策を進め

る｡

○住宅ローン減税(個人所得き税1の延長･拡充等

(最大控除可能額の過去最高水準までの引上げ､環境･高齢化問題等のための省エ

ネ･バリアフリー等の住宅リフォーム減税の検討)

○各種土地税制の延長･拡充等

○容積率の緩和

(高度な環境対策を行う建築物､優良な都市開発プロジェクト等)

○優良な都市開発プロジェクト支援､不動産の証券化､流勧化の促追

0%

○公共施設の耐震化等防災対策

(W ヒの加速､公共施設の震災対策 (空港､上下水道施設､廃棄

物処理施設､矯正施設､官庁施設等)･グリーン化･エコ改修等､道路橋等老朽化

の進む社会資本ストックの長寿命イヒ 集中豪雨､津波･高潮対策の実施､気象施

設の整備､都市公園の整備等による都市防災機能の向上､救助技術向上のための

消防団資機材の充実､個室型店舗等の消防用設備等の自己点検実施支援等緊急防

火対策の徹底)

9.地方公共団体支援
地方公共団体が地域の活性化に積極的に取り組むことができるように支

援する｡

○道路特定財源の一般財源化に際し､1兆円を地方の実情に応じて使用す

る新たな仕組みを作る

○地方自治本(一般会計)に 期･低利の資金 融通で る､地方共同の金

融機構の創設について検討する

○地域活性化等に資するきめ細かなインフラ整備などを進めるため､｢王
城活性化･生活対策臨時交付金｣(仮称)を交付する
○景気後'良や本対策に伴う地方税や地方交付税の原宅となる玉税5税の

減収等について､地方公共団体への適切な財政措置を講じる
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第3章 財源

0 魔鏡坑鰍 の慮正

一1割 .iLliI芙規枝
〇本対策の財源については､赤字国債に依存しないこととし､そのための特例

措置として､平成20年度における財政投融資特別会計から国債整理基金特

別会計への繰入れを停止するなど財政投融資特別会計の金利変動準備金

の活用等を行う｡

O｢生活対策｣の財源である国費と事業規模は､別紙のとおりである｡

2,持続可青粉社会僻摘発とその安定鰯醜保に向けた中期プログラムの策定

○以下を｢基本骨格｣とする中期プログラムを､年末の税制改正においてとりま

とめる｡

nL景気回復のための減税等

世界経済の混乱から国民生活を守り､3年以内の景気回復を最優先で

図るため､景気回復期間中に､減税措置及び生活支援定額給付金 (仮称)

を税制抜本改革を前提に時限的に行う｡

(2)社会保障安定財源の確保

社会保障制度については､その機能強化と効率化を図る一方､基礎年

金国庫負担割合の2分の1への引上げに要する財源をはじめ､国･地方

を通じて持続可能な社会保障制度とするために安定した財源を確保する

必要がある｡このため､経済状況の好転後に､年金､医療､介護等の社

会保障給付や少子化対策に要する費用の見通しを踏まえっっ､給付に見

合った負担という視点及びこれらの費用をあらゆる世代が広く公平に分

かち合う観長から､消費税を含む税制抜本改革を速やかに開始し､時々

の経済状況をにらみつつ､2010年代半ばまでに段階的に実行するoその

際､国民の理解を深めるため､現在行われている歳出の無駄排除と行政

改革を引き続き行うとともに､社会保障給付とその他の予算とは厳密な

区分経理を図る｡
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(3)税制抜本改革の全体像

社会保障の安定財源確保をはじめ､我が国の成長力の強化､社会にお

けるさまざまな格差の是正など種々の課題に整合的かつ計画的に対応す

るため､本年末に､個人､法人の所得課税､資産課税､消費課税の各税

目の改革の基本的方向性を明らかにした ｢税制抜本改革の全体像｣をわ

かりやすく示し､これに基づき抜本改革を断行する｡
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(別紙)

｢生活対策｣の規模

単位:兆円

国費 事業費

I.生活者の暮らしの安心 2.8程度 3.0程度

1.家計緊急支援対策 2.0楓夏 2.O穣庶

2.雇用セーフティネット強化対策 0.3程度 0.3程度

3.生活安心確保対策 0,5程度 0.7程度

Ⅱ.金融･経済の安定強化 0.6程度 21.9程度

4.金融資本市場安定対策

5.中小･小規模企業等支援対策 0.5程度 21.8程度

6.成長力強化対策 0.1程度 0.1程度

孤.地方の底力の発揮 1.6程度 2.0程度

7.地域活性化対策 0.8程度 1.0程度

8.住宅投資･防災強化対策 0.2程度 0.4程度

9,地方公共団体支援策 0.6程度 0.6程度

合 計 5.0程度 26.9程度

(注)

(注1)財政投融資の追加1.5兆円程度による事業費の増を含む｡

(注2)税制措置については､21年度税制改正において具体化｡
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